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オーガナイズドポスターセッション 1 (OPS1) 

「気象情報・河川情報を用いた減災への取り組み」 

 
2016 年 6 月 2 日 11：30-12：30 

企画・進行：気候変動適応 WG（田村浩敏（㈱建設技術研究所）） 

 

■ 企画趣旨 

気候変動下の状況においては，昨年の関東・東北豪雨にみられるようこれまでに経験したことのな

い豪雨頻度の増大やそれにともなう洪水氾濫規模の拡大が懸念されている．このような状況に鑑み，

本 OPS においては，大規模氾濫に対する減災への取り組みとして，気象情報・河川情報の活用方法

やリスク管理，危機管理の方法論等について，論文投稿者の中から話題提供を頂いたうえで会場全体

での意見交換を行った． 

    

 

 

■ 投稿者からの話題提供 

 

1. 「気象情報・河川情報を用いた減災への取り組み～関係性からのアプローチ～」 

        竹之内 健介氏 

 河川・気象情報は，情報の高解像度化などに伴い，質・量ともに改善されてきており，地

域性を意識した利用が可能となってきている． 

 従来の情報の質や量に傾向したアプローチが充実する一方で，情報を提供する側（専門家）

と情報を利用する側（住民等）という関係者の関係性を意識した情報に対するアプローチ

を検討した際，利用者の関わりや利用者視点でのアプローチは十分でない． 

 関係者間の双方向のやりとり（情報連携）や情報への関与（情報の共同構築）の考え方に

基づく河川・気象情報へのアプローチが重要であることを踏まえ，特に情報への利用者の

関わりや利用者視点での情報活用を意識した取り組み（大野市，伊勢市）が紹介された． 
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2. 「水害時の避難指示等の意思決定構造に関する研究」 

関 克己氏（（公財）河川財団） 

 自然災害に即した状況判断や意思決定を適切に進めるための意思決定に関する新たな方法

論と仕組みの構築が必須で，特に A) 避難指示等の意思決定のルールと構造の明確化，およ

び B) 自然災害のリスク認識の共有化，の 2 点が必要である． 

 2000 年に発生した東海豪雨時の対応を事例に，まず，意思決定に必要な情報構造を分析した

うえで，避難指示等の意思決定に対応するリスク評価項目およびそれに必要な情報，避難判

断の意思決定基準が整理された． 

 実践に向けては意思決定の正統性の担保が重要で，意思決定の役割，効果，限界性及び手順

と基準に関するメタ合意が必要となる． 
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■ 全体討議 

議論のポイントとして，減災対策のための技術や

情報について次の 2 点が提示された．①気象予測，

洪水予測，氾濫予測の活用について，また，②大規

模洪水，氾濫時の迅速な実態把握と情報提供につい

てである． 

フロアからの意見を含む主な議論内容は下記に示

したとおりである． 

 自然情報を提供側の専門家とそれを利用する住民との情報の相互利用に関する取り組みという

のは斬新である一方で，現状を見ると市町村ではうまく機能していないように見受けられる．ど

のように工夫すべきか． 

 たとえば，大野市のような情報の相互利用を意識した取り組みは少しずつ増えてきているが，実

際の災害時対応やどのように実践までもっていくかというところには課題が残されている．地区

防災計画などにも期待したい． 

 住民主体の地域情報というのは非常に重要であるが，それをどのようにオペレーションしたり実

装したりしていくべきか． 

 避難に関わる情報や判断の基準などの取り扱いは仕組みや枠組みを意識して議論すべきであり，

そうでないとうまくいかない．そのような仕組みを一般化して制度化していく努力と並行してそ

れに応じた技術開発とセットで進めていくのが理想的である． 

 災害が起こった時に何を持ち出すかということを住民目線で考えると，やはりスマートフォンは

必ず持っていくだろう．そのようなときに災害アプリのようなものがあれば有効的だと感じるが，

そのようなものとの連携をどう考えるべきか． 

 汎用ツールとの連携は必要だがそれを如何に個人や地域レベルまで持って行くかが今後求めら

れる．また年配者などそのようなものを使用しない人もいるので，誰でも使用可能なハザードマ

ップなどの既存ツールの活用も考えていくべき． 

 各種情報を絞り込む前の粗い情報というものがあるが，それはどのように使うべきか． 

 既存情報は，管理者が使用するために取得された情報が大半であり，提供される側からの情報や

リスク評価する側からの観測情報などはほとんど取得されていない．今後は情報の質的転換とい

った仕組みも必要である． 

 平常時から危機管理モードに移るときに，警察や消防などのトリガーが難しいがそこはどのよう

に考えるべきか． 

 警察や消防などの危機管理モードへ移行する際の対応は制度化されていない部分である．日常と

危機管理モード（非日常）への切り替えは非常に難しく市町村長も対応に苦慮している．社会科

学的なものを何かかますことが重要だが大きな課題の部分である． 

 伊豆大島災害の避難状況を例にとると，住民の大半は住民同士の被災時の情報交換によって避難

行動を起こした．住民からの行動のトリガーがどのようなところにあるのか，そちら側からの研
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究の進展も願っている． 


